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災害等廃棄物処理事業費補助金
289,846

＜うち復旧・復興

289,646＞

廃棄物・リサイクル対策部
廃棄物対策課

1

(新)
震災がれき処理促進地方公共団体緊急支援基金事業（グリーンニュー
ディール基金）＜復旧・復興＞

34,641
廃棄物・リサイクル対策部
廃棄物対策課

3

(新) 災害廃棄物処理代行事業＜復旧・復興＞ 51,258
廃棄物・リサイクル対策部
廃棄物対策課

5

(新) 廃棄物処理施設災害復旧費補助（公共）
3,981

＜うち復旧・復興

3,946＞

廃棄物・リサイクル対策部
廃棄物対策課

7

循環型社会形成推進交付金（公共）（浄化槽分を除く）

57,013
＜うち復旧・復興

23,024＞
＜うち要望枠

5,290＞

廃棄物・リサイクル対策部
廃棄物対策課

9

(新) 放射性物質により汚染された土壌等の除染の実施＜復旧・復興＞ 374,403 水・大気環境局総務課 13

(新) 放射性物質汚染廃棄物処理事業＜復旧・復興＞ 77,224
廃棄物・リサイクル対策部
廃棄物対策課

14

(新) 中間貯蔵施設検討・整備事業＜復旧・復興＞ 2,000
廃棄物・リサイクル対策部
廃棄物対策課

15

(新) 環境モニタリング調査＜復旧 復興＞ 4 826

水・大気環境局大気環境課、水
環境課、海洋環境室、地下水・

16

Ⅰ　東日本大震災からの復旧・復興等に係る重点施策

一　災害廃棄物の迅速な処理等の推進

二　放射性物質による環境汚染への対応

　１. 放射性物質により汚染された土壌等の除染や廃棄物の処理等の推進

平成24年度環境省重点施策

事　　　　　　　　　項
平成24年度

概算要求・要望額
 （百万円）

担当局（部）
課（室）名

頁

(新) 環境モニタリング調査＜復旧・復興＞ 4,826
環境課、海洋環境室、地下水
地盤環境室、環境保健部環境安
全課、石綿健康被害対策室

16

(新)
独立行政法人国立環境研究所における放射性物質・災害と環境に関する
研究の実施のための体制強化＜復旧・復興＞

9,000
総合環境政策局総務課環境研究
技術室

18

(新)
原子力安全庁（仮称）設置による原子力安全規制の的確な実施等のため
の所要の経費

（予算編成
  過程で調整）

総合環境政策局総務課 22

(新) 三陸復興国立公園再編成等推進事業費＜復旧・復興＞ 500 自然環境局国立公園課 24

(新) 陸中海岸国立公園等復旧事業（公共）＜復旧・復興＞ 1,109
自然環境局国自然環境整備担当
参事官室

26

(新) 国民公園施設復旧等事業（公共）＜復旧・復興＞ 500 自然環境局総務課 28

(新)
再生可能エネルギー等導入推進基金事業（グリーンニューディール基
金）

23,600 総合環境政策局環境計画課 31

(新)
東日本大震災復興に係る自然冷媒冷凍等装置導入緊急支援＜復旧・復興
＞

5,000
地球環境局地球温暖化対策課フ
ロン等対策推進室

33

(新) 節電リフォーム推進エコポイント事業 4,450 地球環境局地球温暖化対策課 35

(新)
再生可能エネルギー出力安定化のための蓄電池導入促進事業
＜要望枠＞

2,065 地球環境局地球温暖化対策課 37

(新)
次世代スマートメーターによる需要側対策促進事業（らくらくCO2削
減・節電事業）＜要望枠＞

300 地球環境局地球温暖化対策課 39

風力発電等導入等に係る環境影響評価促進モデル事業 1,300 総合環境政策局環境影響審査室 41

四　原子力安全庁（仮称）設置による原子力安全規制の的確な実施

五　三陸復興国立公園（仮称）への再編成を軸とした東北の豊かな自然環境を活かした取組の推進等

六　東日本大震災の教訓等を踏まえた持続可能な社会の実現

　１. 再生可能エネルギー等の大胆な導入による低炭素型の地域づくり

　２. 放射性物質による環境汚染への対応のための体制整備

三　被災地におけるアスベストを始めとする有害物質対策の推進

地域主導による再生可能エネルギー事業のための緊急検討事業 500 地球環境局地球温暖化対策課 43

( 1 )
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(新) 東北復興に向けた地域循環資源徹底利用促進事業＜復旧・復興＞ 300
廃棄物・リサイクル対策部企画
課循環型社会推進室、リサイク
ル推進室

45

地方公共団体実行計画実施推進事業 104 総合環境政策局環境計画課 49

(新) 自然共生型地熱開発のための掘削補助事業＜要望枠＞ 1,250 地球環境局地球温暖化対策課 52

(新) マイカー規制による低炭素化促進事業 150 自然環境局国立公園課 54

(新)
病院等へのコジェネレーションシステム緊急整備事業（厚生労働省連携
事業）

5,250 地球環境局地球温暖化対策課 56

(新) 地域調和型エネルギーシステム推進事業（農林水産省連携事業） 150 地球環境局地球温暖化対策課 58

(新)
災害等非常時にも効果的な港湾地域低炭素化推進事業（国土交通省連携
事業）

1,500 総合環境政策局環境計画課 60

(新) 物流の低炭素化促進事業（国土交通省連携事業） 338
水・大気環境局自動車環境対策
課

62

(新) エコ賃貸住宅CO2削減実証事業（国土交通省連携事業） 200 地球環境局地球温暖化対策課 64

地球温暖化対策技術開発等事業（競争的資金） 7,200 地球環境局地球温暖化対策課 66

洋上風力発電実証事業 3 048 地球環境局地球温暖化対策課 68

一　低炭素社会の構築を始めとした持続可能な社会の実現

　１. 再生可能エネルギーの大量導入など低炭素社会の実現に向けた取組

　（１） 地方公共団体等による省エネルギー・再生可能エネルギー推進の取組の促進

　（２） 政府一体となった低炭素社会実現に向けた取組の推進

　（３） 先進的な低炭素型技術の普及に向けた実証事業等

　２. 資源性廃棄物の徹底活用と静脈産業の振興による循環型社会の実現

Ⅱ　持続可能な社会づくりのための重点施策

洋上風力発電実証事業 3,048 地球環境局地球温暖化対策課 68

(新) ＨＥＭＳ利用によるＣＯ２削減試行事業 300 地球環境局地球温暖化対策課 70

特殊自動車における低炭素化促進事業（国土交通省連携事業） 299
水・大気環境局自動車環境対策
課

72

(新) 先進対策の効率的実施による業務ＣＯ２排出量大幅削減事業 1,000
地球環境局地球温暖化対策課市
場メカニズム室

74

(新) 節電・ＣＯ２削減のための構造分析・実践促進モデル事業＜要望枠＞ 500
地球環境局総務課低炭素社会推
進室

76

家庭エコ診断推進基盤整備事業 652 地球環境局地球温暖化対策課 78

ＣＯ２削減ポテンシャル診断・対策提案事業 360
地球環境局地球温暖化対策課市
場メカニズム室

80

(新) 地域における市場メカニズムを活用した低炭素化推進事業＜要望枠＞ 1,000
地球環境局地球温暖化対策課市
場メカニズム室

82

カーボン・オフセット及びオフセット・クレジット（Ｊ－ＶＥＲ）制度
の推進事業

1,107
地球環境局地球温暖化対策課市
場メカニズム室

84

(新)
いぶき（ＧＯＳＡＴ）観測体制強化及びいぶき後継機開発体制整備＜要
望枠＞

3,000 地球環境局総務課研究調査室 86

海底下ＣＣＳ実施のための海洋調査事業 358
水・大気環境局水環境課海洋環
境室

91

気候変動影響評価・適応推進事業 315 地球環境局総務課研究調査室 94

地球環境保全試験研究費 272 地球環境局総務課研究調査室 96

(新)
地域の再生可能エネルギー等を活用した自立分散型地域づくりモデル事
業

2,800 総合環境政策局環境計画課 99

チャレンジ２５地域づくり事業（先進的対策の実証による低炭素地域づ
くり集中支援事業）

3,000 総合環境政策局環境計画課 102

　（５） 気候変動政策の基盤となる科学的知見の充実に向けた調査研究等

　２. 持続可能な社会の実現に向けた取組

　（１） 地域資源の徹底活用等によるまちづくり、地域づくり

　（２） 環境金融の拡大など事業活動、製品、消費行動等のグリーン化の推進

　（４） 震災の教訓を踏まえた費用効率的な低炭素投資等の推進

環境金融情報開示・行動原則等推進事業 21 総合環境政策局環境経済課 104

（ ） 環境金融の拡大など事業活動、製品、消費行動等のグリ ン化の推進

( 2 )



事　　　　　　　　　項
平成24年度

概算要求・要望額
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課（室）名

頁

環境配慮型経営促進事業に係る利子補給事業 1,000 総合環境政策局環境経済課 106

家庭・事業者向けエコリース促進事業 2,000 総合環境政策局環境経済課 108

(新) 消費者における環境配慮型製品購入促進策調査検討事業推進費 21 総合環境政策局環境経済課 110

環境研究総合推進費
8,080

＜うち復旧・復興

2,000＞

総合環境政策局総務課環境研究
技術室

112

世界に貢献する環境経済の政策研究 202 総合環境政策局環境計画課 115

環境教育等促進法に基づく環境教育の推進－独自の文化を活かした日本
型環境教育の構築・展開－

56
総合環境政策局環境経済課環境
教育推進室

117

(新)
震災地域におけるＥＳＤの拠点再生事業及び震災からの環境復興の拠点
（復興ＥＰＯ）整備事業＜要望枠＞

422
総合環境政策局環境経済課環境
教育推進室、民間活動支援室

119

(新) エコツーリズム総合推進事業費 40
自然環境局総務課自然ふれあい
推進室

123

水環境保全活動普及促進事業 18 水・大気環境局水環境課 125

環境影響評価法改正等に伴う制度運用円滑化及び審査体制強化事業 215
総合環境政策局環境影響評価
課、環境影響審査室

127

第四次環境基本計画の着実な推進費 20 総合環境政策局環境計画課 130

地球環境局国際連携課国際地球

　（５） 環境影響評価制度等の適切な実施

　（６） 第四次環境基本計画の着実な推進

　３. 気候変動に係る新たな国際的枠組の構築など環境外交の推進

　（１） カンクン合意に基づく次期枠組の構築等

　（３） グリーン・イノベーションを促進する研究・技術開発

　（４） 環境教育・環境保全活動の推進

次期国際枠組みづくり推進経費 104
地球環境局国際連携課国際地球
温暖化対策室

132

新たな国際排出削減・吸収クレジットメカニズムの構築等事業 3,284
地球環境局地球温暖化対策課市
場メカニズム室

134

国際連携のための戦略的な取組推進 134 地球環境局国際連携課 137

環境国際協力推進費 176
地球環境局国際連携課国際協力
室

139

途上国におけるコベネフィット効果検証・実証事業 537
水・大気環境局 水・大気環境
国際協力推進室

141

(新) 使用済小型電気電子機器リサイクル推進事業費＜要望枠＞ 800
廃棄物・リサイクル対策部
企画課リサイクル推進室

144

分散・自立型の持続的で災害に強い地域循環圏整備推進事業 43
廃棄物・リサイクル対策部
企画課循環型社会推進室

147

循環型社会形成推進交付金（公共）（浄化槽分）
11,580

＜うち復旧・復興

1,905＞

廃棄物・リサイクル対策部
廃棄物対策課浄化槽推進室

149

廃棄物エネルギー導入・低炭素化促進事業　 789
廃棄物・リサイクル対策部
産業廃棄物課、廃棄物対策課

151

(新) 震災廃棄物対策指針の策定 10
廃棄物・リサイクル対策部
廃棄物対策課

153

(新) 浄化槽有効利用・技術開発調査検討費 10
廃棄物・リサイクル対策部
廃棄物対策課浄化槽推進室

155

ＰＣＢ廃棄物対策推進費補助金 1,500
廃棄物・リサイクル対策部
産業廃棄物課

157

ＰＣＢ廃棄物適正処理対策推進事業　 125
廃棄物・リサイクル対策部
産業廃棄物課

159

(新) 水銀廃棄物の処分に係る技術的基準の検討業務費 10
廃棄物・リサイクル対策部
産業廃棄物課

161

二　循環型社会の実現

　１. 使用済小型電子機器のリサイクルによる有用金属（レアメタルを含む）等循環資源の有効利用の促進

　２. 災害に強い廃棄物処理システムの構築

　３. 有害な廃棄物の適正処理等の推進

　（２） 新たな二国間オフセット・クレジット制度の構築

　（３） 持続可能な開発の実現に向けた戦略的な環境外交の推進

水銀廃棄物の処分に係る技術的基準の検討業務費 10 産業廃棄物課

特別管理廃棄物基準等設定費 29
廃棄物・リサイクル対策部
適正処理・不法投棄対策室

163

( 3 )



事　　　　　　　　　項
平成24年度

概算要求・要望額
 （百万円）

担当局（部）
課（室）名

頁

産業廃棄物不法投棄等原状回復措置推進費補助金 3,670
廃棄物・リサイクル対策部
適正処理・不法投棄対策室

165

アジア低炭素・循環型社会構築力強化プログラム事業 100
廃棄物・リサイクル対策部
企画課循環型社会推進室

167

日系静脈産業メジャーの育成・海外展開促進事業
740

＜うち要望枠

200＞

廃棄物・リサイクル対策部企画
課循環型社会推進室、リサイク
ル推進室、廃棄物対策課、産業
廃棄物課

170

廃棄物等の越境移動に係る国際的環境問題対策費 58
廃棄物・リサイクル対策部
適正処理・不法投棄対策室

173

し尿処理システム国際普及推進事業費   16
廃棄物・リサイクル対策部
廃棄物対策課浄化槽推進室

176

循環型社会形成推進基本計画見直しに向けたフォローアップ・高度化推
進費

54
廃棄物・リサイクル対策部
企画課循環型社会推進室

178

生物多様性国家戦略推進費 26
自然環境局自然環境計画課生物
多様性地球戦略企画室

180

愛知目標の実現に向けたＣＯＰ１０主要課題検討調査費 91
自然環境局自然環境計画課生物
多様性地球戦略企画室、国立公
園課

182

(新) 地域連携保全活動推進費 20 自然環境局自然環境計画課 184

(新) 生物多様性保全回復整備事業費 50 自然環境局自然環境計画課 186

国立・国定公園総点検事業費 33 自然環境局国立公園課 188

三　生物多様性の保全など自然共生社会の実現

　１．「愛知目標」の達成に向けた生物多様性保全の取組

　（１） 生物多様性の保全と持続可能な利用に向けた枠組の構築

　（２） 保護地域の拡大等実効性の確保に向けた取組の推進

　４. 循環型社会の形成推進に向けた国際的な取組の推進

　５. 社会経済情勢の変化等を踏まえた循環型社会形成推進基本計画の見直し

海域の国立・国定公園保全管理強化事業費 96 自然環境局国立公園課 190

奄美地域国立公園指定推進調査費 11 自然環境局国立公園課 192

特定民有地買上事業費 139 自然環境局国立公園課 194

(新)
生物多様性及び生態系サービスに関する政府間科学政策プラットフォー
ム（ＩＰＢＥＳ）拠出金

70
自然環境局自然環境計画課生物
多様性地球戦略企画室

196

生物多様性条約拠出金（生物多様性日本基金等） 1,032
自然環境局自然環境計画課生物
多様性地球戦略企画室

198

国連大学拠出金（ＳＡＴＯＹＡＭＡイニシアティブ国際パートナーシッ
プ実施事業）

160
自然環境局自然環境計画課生物
多様性地球戦略企画室

200

(新) 小笠原諸島世界遺産センター整備費等＜要望枠＞ 3,780 自然環境局自然環境計画課 202

絶滅のおそれのある種の野生順化関連施設整備 200 自然環境局野生生物課 205

(新) 海洋生物情報整備推進費 20 自然環境局野生生物課 208

特定外来生物防除等推進事業 342
自然環境局野生生物課、国立公
園課

211

　 国立公園内生物多様性保全対策費 55 自然環境局国立公園課 213

(新) 鳥獣保護管理強化総合対策事業（一部公共）＜要望枠＞ 2,000
自然環境局国立公園課、鳥獣保
護業務室、自然環境整備担当参
事官室

215

国立公園等における大型獣との共生推進費 62 自然環境局野生生物課 219

野生鳥獣感染症対策事業費 78
自然環境局野生生物課、鳥獣保
護業務室

221

　（１） 希少な野生動植物の保護の推進

　（２） 総合的な野生鳥獣の保護管理の強化

　（３） 動物愛護管理制度の推進・見直し

　（３） 生物多様性の保全の分野における国際貢献

　２．人と生きものが共生する社会の実現

動物愛護管理推進費 121 自然環境局総務課 223

( 4 )
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生物多様性の保全・活用による元気な地域づくり事業（一部公共） 810 自然環境局 225

自然公園等事業費（公共） 8,601
自然環境局自然環境整備担当参
事官室

227

水俣病総合対策関係経費等 12,600
環境保健部企画課特殊疾病対策
室、水俣病発生地域環境福祉推
進室

229

「環境首都水俣」創造事業＜要望枠＞ 1,000 環境保健部企画課 232

一般環境経由による石綿ばく露の健康リスク評価に関する調査 176
環境保健部企画課石綿健康被害
対策室

235

茨城県神栖市における有機ヒ素化合物による環境汚染及び健康被害に係
る緊急措置事業費

104
環境保健部環境安全課環境リス
ク評価室

237

自動車排出ガス・騒音規制強化等推進費 70
水・大気環境局総務課環境管理
技術室

239

自動車等大気環境総合対策費 231
水・大気環境局自動車環境対策
課

242

(新) 自動車の低炭素運転（エコドライブ）促進事業 253
水・大気環境局自動車環境対策
課

247

　 微小粒子状物質（ＰＭ２．５）等総合対策費 225 水・大気環境局大気環境課 250

光化学オキシダント総合対策推進費 65 水・大気環境局大気環境課 252

(新) 熱中症対策緊急推進事業＜要望枠＞ 500 環境保健部環境安全課 254

　２．安全・安心の基盤となる生活環境の保全

　（１） 大気環境の保全に向けた取組の推進

　（２） 熱中症対策及びヒートアイランド対策の推進

　３．エコツーリズムの推進

四　安全・安心な生活の実現

　１．水俣病を始めとする公害健康被害者対策等

クールシティ推進事業 76
水・大気環境局大気環境課大気
生活環境室、土壌環境課地下
水・地盤環境室

257

(新) 豊かさを実感できる海の再生事業＜要望枠＞ 540
水・大気環境局水環境課閉鎖性
海域対策室

259

漂流・漂着・海底ごみに係る削減方策総合検討事業費 80
水・大気環境局水環境課海洋環
境室

261

地下浸透の防止による地下水汚染対策推進費　 13
水・大気環境局地下水・地盤環
境室

263

農薬水域生態リスクの新たな評価手法確立事業　 36 水・大気環境局農薬環境管理室 265

(新) 環境技術移転による海外の公害削減（PROTECT）＜要望枠＞ 604 水・大気環境局 268

コベネフィット・アプローチ推進事業 138
水・大気環境局 水・大気環境
国際協力推進室

271

日本モデル環境対策技術等の国際展開 68
水・大気環境局総務課環境管理
技術室

273

中国における水質汚染対策協力推進費 118 水・大気環境局水環境課 275

緊急的化学物質対策推進経費＜要望枠＞ 1,050 環境保健部環境安全課 277

優先評価化学物質等のリスク評価等実施・向上事業 65
環境保健部企画課科学物質審査
室

280

子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）の推進
5,676

＜うち要望枠

1,500＞

環境保健部環境安全課環境リス
ク評価室

282

化学物質の内分泌かく乱作用に関する評価等推進事業 242 環境保健部環境安全課 284

(新) 生成機構等が未解明な環境化学物質リスク評価事業 82
環境保健部環境安全課環境リス
ク評価室

287

　（１） 国民の健康と環境を守る視点からの化学物質対策の確立

（２） 国際的な化学物質対策の推進

　（３） 地域協働の取組やリスク管理の徹底による水・土壌環境の保全

　（４） 環境管理分野における国際的取組の展開

　３．包括的な化学物質対策の推進

水銀規制に関する条約制定推進事業 155 環境保健部環境安全課 289

　（２） 国際的な化学物質対策の推進
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ＰＯＰｓ（残留性有機汚染物質）条約総合推進費　 157 環境保健部環境安全課 291

アジア地域有害性評価手法等対策能力向上推進事業 8
環境保健部企画課化学物質審査
室

294

日中韓化学物質審査規制制度調和推進事業   24
環境保健部企画課化学物質審査
室

296

輸入製品等に含まれる有害化学物質環境放出実態調査 17
環境保健部企画課化学物質審査
室

298
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